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(注)１ 贈与者が贈与の直前において代表権を有していない場合には、代表権を有していた期間のいずれかの日についても判定が必要となります。 

   2 特別の関係がある者とは、租税特別措置法施行令第40条の８第10項に定める特別の関係がある者をいいます。 

   3 「総議決権数」及び「議決権数」には、株主総会等において議決権を行使できる事項の一部について制限がある株式等の議決権数及び株

主総会等において議決権を行使できる事項の一部について制限がある株主等が有する株式等の議決権数を含みます。 

   4 特例受贈非上場株式等とは、租税特別措置法第70条の７第１項に規定する株式等をいいます。 

   5 円滑化法とは、中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律をいいます。 

   6 特定特別関係会社とは、租税特別措置法施行令第40条の８第７項に規定する会社をいいます。 

   7 特別関係会社とは、租税特別措置法施行令第40条の８第６項に規定する会社をいいます。 

   8 会社又は会社との間に支配関係（会社が他の法人の発行済株式等（他の法人が有する自己の株式等を除きます。）の総数等の100分の50を超える

数等の株式等を直接又は間接に保有する関係として租税特別措置法施行令第40条の８第８項に定める関係をいいます。）がある法人がその外国会

社の株式等を有する場合に限ります。 

   9 一定の資産保有型会社又は資産運用型会社とは、租税特別措置法施行令第40条の８第５項に規定する会社をいいます。 

   10 一定の事業年度の総収入金額とは、租税特別措置法施行令第40条の８第９項第１号に規定する総収入金額をいいます。 

○ この特例の適用を受ける場合には、次に掲げる書類を提出してください。(注)担保提供書及び担保提供関係書類が別途必要となります。 

 欄ｸｯｪﾁ 類 書 出 提

1 
この特例の適用を受ける旨、特例の適用を受ける非上場株式等の明細及び納税猶予税額の計算に関する明細

を記載した書類（「株式等納税猶予税額の計算書（贈与税）」に必要な事項を記載してください。） 
□ 

2 

会社の株主名簿の写しなど、贈与の直前及び贈与の時における会社の全ての株主又は社員の氏名等及び住所

等並びにこれらの者が有する株式等に係る議決権の数が確認できる書類等（その会社が証明したものに限り

ます。） 

□ 

3 
贈与の時における会社の定款の写し（会社法その他の法律の規定により定款の変更をしたものとみなされる

事項がある場合には、当該事項を記載した書面を含みます。） 
□ 

4 
中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律施行規則第７条第４項の都道府県知事の認定書の写し

及び同条第２項の申請書の写し 
□ 

5 

外国会社又は租税特別措置法施行令第40条の８第11項に規定する法人の株式等を有する場合には、贈与の日

の属する事業年度の直前の事業年度（資産保有型会社又は資産運用型会社に該当する場合は、贈与の日の３

年前の日の属する事業年度から贈与の日の属する事業年度の直前の事業年度までの各事業年度）の貸借対照

表及び損益計算書 

□ 

 

 

 
 
○ この特例の適用に係る非上場株式等について、相続時精算課税の適用を受ける場合には、次に掲げる適用要件も確認して

ください。 

項目  果結認確 ）件要用適（容内認確

 えいい い は 。かすで人たれま生に前以日２月１年23和昭、は者与贈 1

 えいい い は 。かすで人たれま生に前以日２月１年９成平、は者贈受 2

3 
受贈者は、贈与を受けた日現在において贈与者の直系卑属（子や孫など）である推定相続人又

は孫ですか。 
は い いいえ 

 

○ 相続時精算課税の適用を新たに受ける場合には、相続時精算課税選択届出書に次の表に掲げる書類を添付して提出しなけ

ればなりません。また、次の表の１から４までの書類は、贈与を受けた日以後に作成されたものを提出してください。 

添 付 書 類 ﾁｪｯｸ欄 

1 

受贈者や贈与者の戸籍の謄本又は抄本その他の書類で、次の内容を証する書類 
① 受贈者の氏名、生年月日 
② 受贈者が贈与者の推定相続人又は孫であること 

□ 

2 

受贈者の戸籍の附票の写しその他の書類で、受贈者が 20 歳に達した時以後の住所又は居所を証する書類（受

贈者の平成 15 年１月１日以後の住所又は居所を証する書類でも差し支えありません。） 
(注) 受贈者が平成７年１月３日以後に生まれた人である場合には、２の書類を提出する必要はありません。 

□ 

3 

贈与者の住民票の写しその他の書類で、贈与者の氏名、生年月日を証する書類 
(注)1 添付書類として贈与者の住民票の写しを添付する場合には、マイナンバー（個人番号）が記載されて

いないものを添付してください。なお、マイナンバーが記載された住民票の写しを添付する場合には、

マイナンバーをマスキングするなどの対応をお願いします。 

2 上記１の書類として贈与者の戸籍の謄本又は抄本を添付するときは、３の書類を提出する必要はあ

りません。 

□ 

4 

贈与者の戸籍の附票の写しその他の書類で、贈与者が 60 歳に達した時以後の住所又は居所を証する書類（贈

与者の平成 15 年１月１日以後の住所又は居所を証する書類でも差し支えありません。） 
(注) 上記３の書類として贈与者の住民票の写しを添付する場合で、贈与者が60歳に達した時以後又は平成15年１

月１日以後、贈与者の住所に変更がないときは、４の書類を提出する必要はありません。 

□ 

 

（平成29年１月１日以降用） 非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例のチェックシート （２面） 

相続時精算課税の適用を受ける場合 

 

 

 １ 贈与税の配偶者控除の特例  

（1）特例の概要 

婚姻期間が20年以上である配偶者から、①居住用不動産（信託財産が居住用不動産である場合

の信託に関する一定の権利を含みます。）の贈与を受けた場合又は②金銭の贈与を受けその金銭で

居住用不動産を取得した場合（贈与を受けた金銭を信託し、その信託の受託者が信託財産として

居住用不動産を取得した場合の信託に関する一定の権利を含みます。）で、①及び②の場合ともそ

れぞれの贈与を受けた年の翌年３月15日までにその居住用不動産を受贈者の居住の用に供し、か

つ、その後引き続き居住の用に供する見込みであるときは、基礎控除額（110万円）のほかに、贈

与された居住用不動産の価額と贈与を受けた金銭のうち居住用不動産の取得に充てた部分の金額

との合計額から2,000万円（その合計額が2,000万円に満たないときにはその合計額）を控除する

ことができます。 

（注）1 「居住用不動産」とは、専ら居住の用に供する土地若しくは土地の上に存する権利又は家屋で国内にあ

るものをいいます。 

2 店舗兼住宅などのように居住の用とそれ以外の用に供されている不動産である場合は、居住の用に供

している部分のみについて配偶者控除の特例が適用されます。 

 

（2）適用要件 

    この特例の適用を受けるためには、次の要件のいずれにも該当する必要があります。 

   イ 贈与者及び贈与を受けた財産等の要件 

要  件 

1 
贈与者は、婚姻の届出をした日から贈与を受けた日までの期間が 20 年以上である（受贈者の）配偶

者であること。 

2 
贈与を受けた財産は、国内にある居住用不動産又は国内にある居住用不動産の取得に充てるための金

銭であること。 

3 
２の居住用不動産に現在居住している又は贈与を受けた年の翌年３月 15 日までに居住する見込みで

あり、かつ、今後引き続きこの居住用不動産に居住する予定であること。 

4 過去に今回の贈与者からの贈与について、この特例の適用を受けたことがないこと。 

  

  ロ 申告等の手続 

この特例は、贈与税の申告書等に、この特例の適用により控除を受ける金額（配偶者控除額）

その他必要な事項を記載するとともに、31ページの表に掲げる添付書類を提出した場合に限り、

その適用を受けることができます。 

Ⅲ 各種特例の概要等 


